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Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

企画部 な　　　　し 0

総務部 な　　　　し 0

福祉部 な　　　　し 0

1 歳出 施策 市民部 市民課 萩生・大生院住居表示整
備事業

　萩生地区については、住居表示の要望があ
り、数度説明会も行っている。町割、町名などの
問題から、実施するにはいたっていないが、平成
１４年度、平成１５年度、地区の市政懇談会で住
居表示実施の意見が出て、市長が、「多喜浜の
次は萩生地区」と回答している。平成１６年度
は、大生院地区からも住居表示に関する説明会
を求められるなど実施に向けた、地区住民の期
待は高いと思われる。

　萩生・大生院地区ともに、住居表示の要望が強
く、住居表示を行うには、住民の承諾が必要とな
ることから、住民の機運が高まっているうちに、
少しでも早く行うことが得策と考える。

1,000 1,000

2 歳出 施策 環境部
ごみ減量課
（清掃ｾﾝ
ﾀｰ）

清掃ｾﾝﾀｰ廃棄物処理委
託費

　愛媛県は、（財）愛媛県廃棄物処理ｾﾝﾀｰの設
立経過及び経営安定化を背景に当市に対し、廃
棄物処理について（財）愛媛県廃棄物処理ｾﾝﾀｰ
を最大限利用するよう強い要請があり、民間の
処理施設を利用できない状況となっている。

①廃棄物処理委託量は、平成20年度までは焼
却灰4,000t、飛灰全量を処理委託する。平成21
年以降は、焼却灰及び飛灰ともに全量(財)愛媛
県廃棄物処理センターで処理委託する。
②平成19年度の廃棄物処理量は、平成18年度
にごみ分別変更を行いごみ量が減少したため、
現行予算内での対応が可能と考えている。
③廃棄物処理センター経営健全化及び料金改
定（6%の見直し）は、平成19年度内に関係市町
が協議を行う。

0

3 歳出 経常 環境部 下水道管理
課

元　　金 元　　金

公債費については借入時の返済計画に基づき
年度ごとに償還するため、増加はやむを得ない
と考える。また、資本費平準化債の借入を平成１
８年度に行う予定であるため、平成１９年度以降
平成１８年度当初予算を上回る可能性がある。９
月現在資本費平準化債は未借入のため、影響
は未確定。

0

4 歳出 経常 環境部
下水道建設
課 ポンプ場管理費

光熱水費、排水ポンプ場等運転管理委託料等維
持管理費

今後のポンプ等の整備状況や、台風等の大雨に
よって、平成19年度以降、電気代、排水ポンプ場
等管理委託料などがH19年度当初予算額を上回
る可能性がある。算出方法が決まっていることや
公共下水道が整備促進されることが見込まれる
ため、増加はやむを得ないと考える。

0

5 歳出 経常 環境部 下水道管理
課

業務費

下水道使用料徴収事務委託料　　影響額=（滞納
整理業務委託料+コンビニ収納増加分+集金委
託減額分）×下水調定案分率　　　20年度影響
額=（2,757,000+383,000-0）×0.280≒900,000円
21年度影響額=（32,970,000+4,600,000-0）
×0.294≒11,000,000円　　22年度影響額=
（30,227,000+4,600,000-10,700,000）
×0.308≒7,400,000円　消費税納付金について
は、19年度は還付見込みだが、下水道整備区域
の拡大等により使用料収入が増加すると、20年
度以降納付金が発生する可能性がある。　消費
税納付額については、平成１９年度は還付見込
みであるが、下水道使用料改定等により収入の
増加が見込まれる等のため、平成２０年度以降、
納付金が発生する可能性がある。（平成１９年度
還付見込額2,000,000円＋中間納付額2,179,100
円-平成１９年度当初歳入予算3,000,000円＝
1,179,100円の歳入増額見込み）

水道局へ委任している使用料徴収事務について
は、下水の使用家庭の増加による下水分の調定
件数割合の増加や滞納整理業務の民間委託化
によって、委託料が増加することが考えられる。
調定件数割合の増加による影響はやむを得ない
が、滞納整理業務の民間委託化については、成
果の評価による継続実施の是非、他の経費の節
約による減額等を見極める必要がある。消費税
納付金については、制度上やむを得ないと考え
る。

△ 1,179 900 11,000 7,400 18,121

6 歳出 経常 経済部 運輸観光課
マイントピア別子東平
管理運営費

東平歴史資料館の主要展示物である地形模型の修理
及び資料館建物の外装の塗替えを行わなければ、厳
しい気象状況のもと維持ができなくなる。また、合併処
理浄化槽の改修も必要である。
（20年度）資料館外装塗替　　　  4,100千円
（20年度）合併処理浄化槽新設　3,000千円
（21年度）展示備品修理　　       4,097千円

主要展示物の地形模型が故障し、来館者からもったいないと
の声があるので修理する必要がある。また、東平歴史資料館
は、完成後12年が経過し、外装が剥がれてきているため、施
設の延命を図るには定期的な外装の塗替えが必要である。
現在、合併処理浄化槽（700人槽）の施設が地盤沈下してお
り、入込み客数に適合した施設（50人槽）に変更すれば、設備
投資経費はかかるが維持管理費を考慮すると5年程度でﾍﾟｲ
できる。

7,110 4,097 11,207

Ｎｏ 経費
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7 歳出 施策 経済部 運輸観光課
社団法人新居浜市観
光協会事業

ﾃﾚｺﾑﾌﾟﾗｻﾞ入居に係る費用（3,469千円）、観
光協会としての組織維持を図るための事務
局長給与助成（2,257千円）、事務局職員給
与助成（1,409千円）は、最低限補助金として
支出する必要がある。

新居浜ﾃﾚｺﾑﾌﾟﾗｻﾞ建設の際、駅構内に事務所があった観光
協会に対し、賃借料は全額市が負担するので入居して欲しい
と当時の企画課から打診があり、その条件で新居浜ﾃﾚｺﾑﾌﾟﾗ
ｻﾞに入居した経緯があるので、最低限でもその条件をｸﾘｱし
なければ、市としての信用が失墜する。また、行政に代わり民
間部門の観光振興を図るためには、組織としての観光協会が
必要不可欠であり、人件費の一部助成も必要である。

7,135 7,135 7,135 7,135 7,135 7,135 7,135 7,135 7,135 64,215

8 歳出 施策 経済部 運輸観光課
新居浜市太鼓祭り推
進委員会事業

新居浜市最大の伝統文化行事である太鼓祭りをＰＲするにあ
たっては、自治会等の財産である太鼓台や運営委員会の協
力が必要不可欠であり、行政として観光客の利便や太鼓台の
円滑な運行を図るための環境整備を整えなければならない。
そのためにも、太鼓祭りに関しては、太鼓台関係者が委員と
なっている新居浜市太鼓祭り推進委員会事業に助成していく
必要がある。
最低限現在の補助金額7,581千円の維持

行政として、新居浜市のＰＲに太鼓台や太
鼓祭りを利用してきた。これからも、これを継
続していくならば、太鼓台関係者の理解を得
られることが必要条件となるが、そのために
は、新居浜市太鼓祭り推進委員会事業を消
滅させることはできない。

7,581 7,581 7,581 7,581 7,581 7,581 7,581 7,581 7,581 68,229

9 歳出 施策 経済部 商工労政課 企業立地促進条例に基
づく補助金

現条例の適用期間が平成２０年３月３１日まであ
り、該当事業の支払いが３～４ヵ年にまたがる可
能性があること、この条例の適用を受けられる事
業の申請がある可能性もあるため

現条例に適用する事業であることから奨励金を
出す必要がある。また、該当事業の投資額やそ
れに伴う雇用の拡大や経済波及効果を考えると
奨励金以上の効果が期待される。

75,000 75,000 75,000 225,000

10 歳出 公共 建設部 道路課 上部東西線改良事業
市道中須賀上原線～市道萩生出口本線の間
L=908ｍの整備
全体事業費約16億円、H23～H29予定

本路線は、上部地域を東西に結ぶ幹線道路とし
て、新市建設計画にも指定された路線であり、地
域活性化や税収の増加など投資効果も大きいこ
とから、合併特例債が適用される平成２５年度ま
でにできる限り事業を進めたい。(10か年実施計
画登載済み)

10,000 30,000 300,000 300,000 300,000 300,000 1,240,000

11 歳出 単独 建設部 都市計画課 国領川緑地整備事業
国領川緑地（新高橋～城下橋　両岸河川
敷）　　　　　　　便益施設、休養施設等の公
園施設整備

国領川緑地についてはスポーツ、レクレー
ション等多目的なスペースとして広く市民に
親しまれているが、河川敷という位置的制約
もあり、トイレ等の公園施設整備水準が低
く、快適な利用に支障を来している。「新居
浜市総合健康運動公園構想」の健康運動
公園エリアの一部に位置付けされており、既
存施設の再整備の必要がある。

29,500 48,400 46,300 48,650 47,150 220,000

12 歳出 公共 建設部 区画整理課 土地区画整理事業 総事業費の見直し 0

議会事務局 な　　　　し 0

13 歳出 単独 教育委員会 社会教育課 金子公民館建設事業 老朽化し、狭隘となった金子公民館について建
設整備を図る。建設費３億４千万円

建設時期、施設の老朽度、施設規模等から、公
民館活動の拡充を図ることは困難な状況にあ
る。平成20年度実施設計、平成21年度建設に向
けた準備を進めたい。

0

14 歳出 単独 消　防 総務警防課 無線整備事業
消防救急無線デジタル整備費
基地局設備一式　３０９，３５０千円
車載・携帯無線機　１０４，６００千円

電波法の改正により、消防救急無線について
は、平成２８年５月３１日までにデジタル化へ移
行しなければならない。現時点では、県内の各
消防本部が共同整備する方向で検討されている
が、整備時期等については未定である。今後
は、協議会で整備方針が決定される予定であ
る。

413,950 413,950

港務局 な　　　　し 0

農業委員会
事務局 な　　　　し 0

監査事務局 な　　　　し 0

出納室 な　　　　し 0

△ 1,179 127,226 153,213 143,416 73,366 91,866 314,716 314,716 729,666 314,716 2,261,722合　　　　　　　計


